〔処分業〕別紙１－１

	事業計画の概要を記載した書類

1． 全体計画の概要（変更許可申請時には変更部分を明確にして記載すること。）

（施設の設置許可が有る場合に記入すること）

許可番号　　　　　　　　　　　　　　　号　　　許可年月日　　　　　　年　　月　　日

（事務所及び事業場等については別紙１から３のとおり）

２．処分する産業廃棄物（特別管理産業廃棄物）の種類及び処分量等

	
	（特別管理）産業廃棄物

の　種　類
	処分量

（t/月又は

m3/月）
	性　状
	予定排出事業場の

名称及び所在地
	処分方法
	予定処分先の名称及び所在地

（処分場の名称及び所在地）

	１
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	

	備考　取扱う（特別管理）産業廃棄物の種類ごとに記載すること｡


〔処分業〕別紙１－２

	３．施設の概要（許可対象外の中間処理施設）

	処理施設の種類
	

	設置場所
	

	設置年月日
	

	処理能力
	

	処理する産業廃棄物の種類
	

	処理施設の処理方式及び設備の概要
	（保管場所については，別紙５のとおり）

	環境保全設備の概要
	


〔処分業〕別紙１－３

	４．最終処分場（許可対象外）

	最終処分場の種類及び名称
	

	設置場所
	

	設置年月日
	

	最終処分場の規模等
	

	埋立対象廃棄物の種類
	

	構造及び設備の概要
	

	放流水の水質
	

	その他環境保全対策
	


〔処分業〕別紙１－４

	５．処分業務の具体的な計画（処分業務を行う時間，休業日，組織及び従業員数を含む｡）

従業員数内訳
年　　　月　　　日　現在

	申請者又は

申請者の登記上の役員
	政令第６条の１０で準用する第４条の７に規定する使用人
	相談役，顧問等申請者の登記外の役員
	事務員
	運転手
	作業員
	その他
	合　　計

	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人


〔処分業〕別紙１－５

	６．環境保全措置

（1） 中間処理施設において講ずる措置

（2） 保管施設において講ずる措置

（3） 最終処分場において講ずる措置


〔処分業〕別紙２

事務所及び事業場
	事務所の名称及び所在地
	

	事務所の電話番号
	

	事業場の名称及び所在地
	

	事業場の電話番号
	

	事務所及び事業場付近の見取図


（記載上の留意事項）

　事務所（支店，営業所等），事業場（駐車場，積替・保管施設，中間処理施設，最終処分場，
再生利用施設等）を記載すること｡

〔処分業〕別紙３

特別管理産業廃棄物の性状の分析を行う設備
	分析を行う設備の概要

	分析機器の名称･型式
	分析可能な特別管理産業廃棄物の種類及び性状

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	分析の実施方法及び分析結果の管理等について

	


（記載上の留意事項）

分析機器の設置場所，分析実施場所を明示する図面（配置図，見取図等），分析機器の仕様書，カタログ等を添付すること。

〔処分業〕別紙４

特別管理産業廃棄物の性状の分析を行う者
	写　　真
	分析を行う者
	住所

	
	
	役職名・氏名
	生年月日
	

	
	
	勤務地の名称及び所在地

	経

歴
	　　　年　　　月
	履歴事項（学歴・職業等）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（記載上の留意事項）

１　「性状の分析を行う者」は，申請者本人又は申請者と雇用関係にある者とし，下記（１）から（３）のいずれかの資格を有する者であること｡

（1） 学校教育法に基づく大学（短期大学を除く。）旧大学令に基づく大学又は旧専門学校令に基づく専門学校において，理学，医学，歯学，薬学，衛生学，工学，農学若しくは獣医学の課程又はこれに相当する課程を修めて卒業した後，６か月以上水質検査又はその他の理化学検査の実務に従事した経験を有する者

（2） 衛生検査技師又は臨床検査技師であって，６か月以上水質検査又はその他の理化学検査の実務に従事した経験を有する者

（3） 学校教育法に基づく短期大学又は高等専門学校において，理学，薬学，工学，農学又はこれに相当する課程を修めて卒業した後，１年以上水質検査又はその他の理化学検査の実務に従事した経験を有する者

２　「性状の分析を行う者」は，必要な分析に関し支障なくかつ遅滞なく行える者であること｡

３　申請者との雇用関係を証する書類を添付すること。

４　上記の資格を証明する書類（卒業証明書，資格免許証の写し等）を添付すること。

５　写真（概ね３㎝×４㎝）を添付すること。

〔処分業〕別紙５

保管を行う場所
	廃棄物の種類
	面積（㎡）
	保管上限

（ｔ又はｍ３）
	積み上げることができる高さ　　　（ｍ）
	設置場所

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


〔処分業〕別紙６

	処分後の産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物の処理方法を記載した書類

	処分後の産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物の種類
	

	発　　生　　量

（ｔ／月又はｍ３／月）
	

	処　理　方　法
	自己処理
	（処分場所）

	
	委託処理
	（処分業者）

	
	
	（所在地）

	
	埋立処分　　海洋投入処分　　中間処理（　　　　）　　売却


　　　中間処理，売却の場合は具体的な方法


	備考　処分後の産業廃棄物の種類ごとに記入すること｡


〔処分業〕別紙７－１
	事業の開始に要する資金の総額及びその資金の調達方法を記載した書類

	内　　　　訳
	金額（千円）

	事業の開始に要する

資金の総額
	

	
	土地
	

	
	事務所
	

	
	処理施設
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	調

達

方

法
	自己資金
	

	
	借入金
	

	
	（借入先名）
	

	
	
	

	
	
	

	
	その他
	

	
	増資
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	備考　内訳欄の事項については，事業計画に応じて適宜変更すること。


〔処分業〕別紙７－２　
今後５年間の収支計画
１　債務超過又は損失が生じている理由
２　今後の改善計画
３　収支計画表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	会計年度
項　目
	　　期

～
	　　期

～
	　　期

～
	　　期

～
	　　期

～

	売上高
	
	
	
	
	

	売上原価
	
	
	
	
	

	売上総利益
	
	
	
	
	

	販売費及び一般管理費
	
	
	
	
	

	
	うち人件費
	
	
	
	
	

	
	うち原価償却費
	
	
	
	
	

	営業利益
	
	
	
	
	

	営業外収益
	
	
	
	
	

	営業外費用
	
	
	
	
	

	経常利益
	
	
	
	
	

	特別利益
	
	
	
	
	

	特別損失
	
	
	
	
	

	税引前当期利益
	
	
	
	
	

	法人税等充当額
	
	
	
	
	

	当期利益
	
	
	
	
	

	前期繰越利益
	
	
	
	
	

	繰越利益剰余金
	
	
	
	
	


※　新設法人等で３年間の決算実績がないため本計画書を提出する場合は，１及び２は記入する必要はありません。（ただし，直近の事業年度において営業利益，経常利益又は税引前当期利益のいずれかがマイナス（損失）となっている場合は，記入が必要です。）
〔処分業〕別紙８

	資産に関する調書

	資産の種別
	内　　訳
	数　　量
	価格，金額（千円）

	現金預金
	
	
	

	有価証券
	
	
	

	未収入金
	
	
	

	売掛金
	
	
	

	受取手形
	
	
	

	土地
	
	
	

	建物
	
	
	

	備品
	
	
	

	車両
	
	
	

	その他
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	資産計
	

	負債の種別
	内　　訳
	数　　量
	価格，金額（千円）

	長期借入金
	
	
	

	短期借入金
	
	
	

	未払金
	
	
	

	預り金
	
	
	

	前受金
	
	
	

	買掛金
	
	
	

	支払手形
	
	
	

	その他
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	負債計
	


〔処分業〕別紙９
誓　約　書
　申請者は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条第５項第２号イからヘに該当しない者であることを誓約します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　申請者
　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　氏　名
　　　　　　　　　　　　　　　（法人にあっては名称及び代表者の氏名）　　　　　　　　　　　　
　宇都宮市長　　　　　　　　　　
